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研究要旨

A． 研究目的：医療介護関連の私的支出として、在宅高齢者の大人用おむつにかかる費用

を推計し、計上するカテゴリー分類を明らかにすること。

B．研究方法：公表されている総務省「家計調査」集計表（table 014）から 2 人以上世帯

の年間のおむつ代と厚生労働省「国民生活基礎調査」から 65 歳以上の 2 人以上の世帯数

の情報を得て推計を実施した。推計結果を SHA workshop IPSS-Japan において報告を行

い、OECD における SHA 担当者からコメントを受けた。 
C．研究成果：2023 年における世帯主年齢 65 歳以上の 2 人以上世帯におけるおむつ代支

出額（年額）は約 358 億 60 百万円であり、その推計値は HC.5.1.3 その他の医療的非耐

久財に分類した。

E．結論： 65 歳以上の地域在住高齢者による大人用おむつに対する支出額を 2023 年の

年額として、358 億 60 百万円と推計し、HC.5.1.3 に含まれるべきことを指摘した。 

A．研究目的  
医療介護関連の私的支出として、計上

されるべき費目のひとつと考えられる

大人用おむつにかかる費用を、１）在宅

高齢者について推計し、２）SHA の金

額として計上すべきかを明らかにし、３）

計上できる場合にはどのカテゴリー分

類とするかを明らかにすること。

B．研究方法  
総務省「家計調査」集計表（table 014）

から、2023 年における世帯主年齢 65 歳

以上の 2 人以上世帯の年間のおむつ代

を得た。また、2023 年厚生労働省「国

民生活基礎調査」から 65 歳以上の 2 人

以上の世帯数の情報を得た。両者の積と

して 2023 年における日本の 65 歳以上

の 2 人以上の世帯のおむつ代支出額（年

額）を得た。

 上記の推計方法とそれにより得られ

た推計値について、2026 年 2 月 4 日(水)
から 2 月 6 日(金)に国立社会保障・人口

問 題 研 究 所 に て 開 催 さ れ た SHA 
workshop IPSS-Japan において報告を

行い、OECD における SHA 担当者であ

る  David Morgan 氏、Michael Muller
氏からコメントを受けた。

（倫理面への配慮）

公表データのみを利用しているため
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該当しない。

C．研究成果  
2023 年における世帯主年齢 65 歳以

上の 2 人以上世帯における年間のおむ

つ代の平均値は 2,248 円、世帯主年齢 65
歳以上の 2 人以上世帯数は 15,952（千）

世帯であった、両者の積として 65 歳以

上の 2 人以上の世帯におけるおむつ代

支出額（年額）を得ると、約 358 億 60
百万円であった。

ワークショップにおける報告におい

て、在宅高齢者の大人用おむつの費用は

HC.5.1 医薬品及びその他の非耐久財

のうち、HC.5.1.3 その他の医療的非耐

久財に分類されるべきであると指摘さ

れた。

D．考察  
日本において尿・便失禁のある 65 歳

以上の高齢者は両性で 1000 人中 98 人

であるとの報告がある (1)。米国におい

ても年齢調整済みの尿・便失禁罹患割合

が男性：5.9％、女性：9.4％と報告され

ている（2）。中国の上海での一定条件を

満たす 60 歳以上の高齢者に対する調査

で紙おむつ使用割合が 31.2%であった

と報告する研究もある（3）。システマテ

ィックレビューでは認知症もしくは認

知機能に障害がある地域居住高齢者に

おける失禁の発現頻度は（2013 年時点

では）明確には確定されていないとされ

ているが（4）、地域在住高齢者における

尿・便失禁のある者の割合が報告されて

きている。

高齢者に対する家族介護（インフォー

マルケア）の提供の負担感は失禁の有無

と関連する可能性も指摘されている

（5,6）。 
在宅高齢者の介護を行うことで負担

されるものは介護者の負担感のみなら

ず、金銭的なものもある。尿・便失禁が

ある場合には大人用紙おむつに対する

支出が必要となる。しかしながら、大人

用紙おむつに対する支出額の推計は過

去に行われておらず、従来、日本の SHA
推計においても個別には把握する仕組

みとなっていなかったところである。本

研究の貢献は、大人用紙おむつに対する

日本全体に対する支出額が推計された

こと、その推計値が HC.5.1.3 その他の

医療的非耐久財に分類されるべきこと

を明らかにしたこと、にある。

SHA マニュアル（SHA2011）におけ

るヘルスケアの機能の分類 (ICHA-HC)
において、ヘルスケア機能の分類は

HC.1 診療サービス  
HC.2 リハビリテーションサービス  
HC.3 長期療養サービス  
HC.4 医療の補助サービス 
HC.5 医療財  （機能による特定なし） 
HC.6 予防医療 
HC.7 保健関連の管理業務

HC.9 その他、分類されていないヘルス

ケアサービス（n.e.c.）
として掲げられている。このうち、HC.5

医療財には、「処方薬およびその機能や

提供モードが特定されていない市販薬

を含む疾患の診断、治癒、緩和または治

療に使用することを目的とした医薬品

および非耐久医療財が含まれる。」

とされる。さらに、HC.5 は HC.5.1 医
薬品及びその他の非耐久財を含み、

HC.5.1 は 
HC.5.1.1 処方薬  
HC.5.1.2 市販薬（OTC） 
HC.5.1.3 その他の医療的非耐久財  
から構成される。

この HC.5.1.3 その他の医療的非耐
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久財は、粘着性および非粘着性の包帯、

皮下注射器、応急処置キット、湯たんぽ

及びアイスバッグ、弾性ストッキングお

よび膝用サポーターなどの医療用靴下

用品、コンドームならびに他の機械的避

妊器具が含まれる。この準区分には、資

格のある開業医によって処方された医

療用非耐久財も含まれる、とされる。大

人用紙おむつは HC.5.1.3 に明確に含ま

れるとされていないが、明確に含まれな

いともされていない。尿・便失禁は加齢

や疾患による症状であり、その症状に対

して消耗品として使用される大人用紙

おむつは医療的非耐久財として分類さ

れ得る。実際、OECD における SHA 担
当者である  David Morgan 氏、Michael 
Muller 氏からワークショップの場にお

いて HC.5.1.3 に含めるべきだとの勧告

を受けた。

 本研究による大人用紙おむつに対す

る年間支出額の推計値 358 億 60 百万円

は少なくない金額であり、SHA の推計

値の一部として採用されるべきと考え

られ、今般の推計方法の開発により、精

緻化が図られることが期待される。

なお、他の HC.5.1.3 の推計では、一般

薬，衛生用品，眼鏡，補聴器などの各種

の保健医療物品に対する保険制度対象

外の支出の確報値は，薬事工業生産動態

統計による国内向けの出荷額に，中小企

業実態基本調査に基づいて作成した卸

売マージンおよび小売マージンを上乗

せする方法で推計してきたとされてい

る (7)。しかしながら大人用おむつは薬

事工業生産動態統計に項目が計上され

ておらず (8)、この推計方法では一定の

課題があったものと考えられる。

今回、大人用紙おむつについての負担

額を HC.5.1.3 の構成要素のひとつとし

て採用する場合においては、その他の医

療的非耐久財の推計値が薬事工業生産

動態統計を出発点とする既存の項目に

対して、家計調査を起点とする異なる方

法での推計結果が HC.5.1.3 に含まれる

ことになる。この点について採用する方

法の違いとその理由を利用者にわかり

やすく説明する必要がある。

 今回の推計は地域在住高齢者による

大人用紙おむつに対する支出額の推計

であり、介護施設に入所、病院に入院す

る高齢者の大人用紙おむつに対する支

出額は含まれない。この点は推計値が制

約的であることを意味しない。介護施設 

/病院に入所 /入院している高齢者には施

設ケア・入院医療が提供されるが、大人

用紙おむつはその中に含まれることに

なる。SHA の SNA としての性質から、

施設ケア・入院医療の中間投入としての

介護施設 /病院における大人用紙おむつ

の使用額の推計は不要となるためであ

る。

 地域在住高齢者による大人用紙おむ

つに対する支出額の推計としての今回

の推計結果は過少推計である可能性は

排除できない。2023 年時点で 855.3 万
世帯存在する単独世帯は含まれないた

めである。家計調査年報の公表内容とし

て単独世帯については支出項目の詳細

が公表されていないためである。

　 他方で、過大推計になる要素も存在す

る。家計調査年報では「紙おむつ」とい

う調査項目となっており、「子ども

用」、「大人用」を区別していない。世帯

主が 65 歳以上であっても年齢の低い

「こども」と同居している場合には子ど

も用紙おむつに対する支出が混在する

可能性がある。2023 年の家計調査年報

では、世帯主の年齢階級ごとの一世帯当

たりの紙おむつに対する支出額は、～29
歳：13,209 円、30～39 歳：15,537 円、
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40～49 歳：4,179 円、50～59 歳：1,216
円、60～69 歳：1,839 円、70 歳～：2,353
円となっている。40～49 歳までは年間

の支出額も多く、年齢層を考慮すれば子

ども用の紙おむつに対する支出である

と見なせよう。50～59 歳で紙おむつに

対する支出は底となり、年齢階層が高く

なるごとに支出額が増加する。本推計で

は 65 歳以上の世帯主の世帯について、

この支出額を大人用紙おむつに対する

支出と見なして推計を行った。厳密には

個票データの分析を行うなどして紙お

むつを使う年齢層の子どもの有無など

を統制して推計を行う必要がある。

 高齢世帯のうち、単独世帯の支出額が

含まれていない点と、二人以上の世帯に

ついて子ども用紙おむつに対する支出

額が混入する可能性の 2 点については

今後改善が必要であると考えられる。
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E．結論  
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従来の推計方法では個別に把握する

仕組みとなっていなかった 65 歳以上の

地域在住高齢者による大人用おむつに

対する支出額を 2023 年の年額として、

358 億 60 百万円と推計し、HC.5.1.3 に

含まれるべきことを指摘した。単独世帯

の支出額が推計されていないことと複

数世帯における子ども用紙おむつに対

する支出が混在する可能性について今

後明らかにしていく必要がある。

F．健康被害情報 
該当なし

G．研究発表 
１．論文発表

２．学会発表

（発表誌名 巻号・頁・発行年等も記入） 

H．知的所有権の出願・登録状況（予定

もふくむ）

１．特許取得

２．実用新案登録

３．その他

該当なし
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